
指定都市市長会事務局 危機管理担当市（熊本市） 

危機管理担当からの報告 
 

１．図上訓練の実施について 
 

・日 程 ： 令和７年１２月１９日（金） 

・参加者 ： 指定都市危機管理・防災担当部署 

・目 的 ： 南海トラフ地震発生時における被災地への職員派遣に関する事務処理手順の確認 

・方 式 ： WEB によるリモート方式 

・内 容 ：「南海トラフ地震における応急対策職員派遣制度アクションプラン（令和７年３月総務

省策定）」及び「広域・大規模災害時における指定都市市長会行動計画」に基づき、

発災直後から３日目までにおける情報収集・共有及び職員派遣の調整等を実施 

 

 

 

 

 

 

 

２．令和８年度被災自治体への中長期派遣の状況について 
 

令和６年能登半島地震をはじめとした災害により被災した市町村では、依然として復旧・復興に

向けた継続的な支援が求められている。被災自治体への中長期派遣について、指定都市の基礎

自治体としての現場力と大都市としての総合力を発揮し、令和８年度は職員１10 名（うち技術職

員 86 名）が被災地の復旧・復興業務に従事している。 

 

（１）技術職員（土木職・建築職・農業土木・林業）について 

 指定都市１９市から、計５６名の技術職員を被災自治体へ派遣 

災害名 派遣先の被災自治体（R８年度） 
R８年度 

派遣人数 

R７年度 

派遣人数 

前年

比 

令和７年８月豪雨 熊本県宇城市、美里町 ３名 ０名 ＋３名 

令和６年 

能登半島地震 

石川県 

珠洲市、七尾市、羽咋市、輪島市、 

内灘町、志賀町、能登町 

富山県高岡市 

５０名 ５６名 ▲６名 

東日本大震災 福島県浪江町、双葉町 ３名 ２名 ＋１名 

その他 ０名 ５名 ▲５名 

計 ５６名 ６３名 ▲７名 

訓練担当市（さいたま市） 

資料 ９



（２）土木職員（上下水道）について 

 指定都市１7 市から、計３０名の技術職員を被災市町村へ派遣 

災害名 派遣先の被災自治体（R８年度） 
R８年度 

派遣人数 

R７年度 

派遣人数 

前年

比 

令和６年 

能登半島地震 

石川県 

かほく市、小松市、珠洲市、七尾市、 

輪島市、穴水町、内灘町、志賀町、 

津幡町、能登町、宝達清水町 

富山県氷見市 

３０名 ２７名 ＋３名 

 

（３）事務職員（一般事務、保健師）について 

 指定都市１２市から、計２４名の事務職員を被災市町村へ派遣 

災害名 派遣先の被災自治体（R８年度） 
R８年度 

派遣人数 

R７年度 

派遣人数 

前年

比 

令和６年 

能登半島地震 

石川県 

珠洲市、七尾市、輪島市、内灘町、 

志賀町、能登町 

１４名 １３名 ＋１名 

東日本大震災 
福島県 

南相馬市、富岡町、浪江町、双葉町 
１０名 ９名 ＋１名 

計 ２４名 ２２名 ＋２名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


